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Abstract
　 This paper discusses the tribal sovereignty in the context of resource development; specifically 
railroad construction plans and coal mining projects in the Northern Plains of the United States.  The 
Pacific Railroad Act, 1862 which grants vast acreages of federal land to railroad companies has been a 
great threat to native tribes as well as local residents, since the act grants railroad companies not only 
surface rights, but also mineral rights.  The study focuses on the Tongue River Railroad construction 
plans which was first proposed in the 1970s, finally terminated in 2016.  During this period, the Northern 
Cheyenne tribal government has shifted its stance; from seizing opportunities to achieve economic 
independence, to preserving the integrity of the ancestral land.  Coordinating with a local ranchers’ 
organization, the tribe became a unique stakeholder whose claim was the stewardship of the land; 
they addressed the importance of conducting researches on cultural/historic sites and pressed for 
compliance with Sec.106 of the National Historic Preservation Act.  This form of stewardship could be 
viewed as a contemporary expression of tribal sovereignty.  
　 The Energy Crisis of the 1970s has made the Northern Plains a “sacrifice zone” for national energy 
production.  The region has been viewed as a land with resources, but without history.  An examination 
into tribal sovereignty in the context of resource development could provide insight into the re-
establishment of a history of the American West.
はじめに
　2018年 1月の時点で，合衆国には 573の連邦承認を受けた先住民集団が存在する1）。連邦承認部
族の多くは合衆国と締結した条約を主権集団であることの証としているが，考古学的，民族学的，
歴史的証拠をもとに集団の歴史的継続性を示し，連邦承認を得るケースもある。連邦承認は，先住
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民部族が主権集団として自治を行使する上で欠くことができないものであり，連邦承認のもととな
る「歴史」の保全は土地保全と深く関わっている。一方で，部族自治には，簡単に解決できない問
題がある。経済が低迷する保留地では，16歳以上の人口の就業率は恒常的に低い。本稿が扱うノー
ザン・シャイアン（Northern Cheyenne）はモンタナ州南東部に保留地をもつが，モンタナ州全体
の就業率が 61.1%であるのに対し，州内に存在する 7つの先住民保留地の就業率は 47.2％に留まっ
ている。ノーザン・シャイアン保留地もその例に漏れず，2015年の失業率は 12.5%であった2）。部
族の経済的自立をどのように図るかについての方策は一様ではない。訴訟の末，州法が及ばない保
留地でのカジノ経営権を獲得したカリフォルニアの部族が存在する一方，資源開発に活路を見出そ
うとする部族もある3）。
　先住民部族は他のエスニックグループと異なり，合衆国において独自の権利を有する主権集団
である。しかし，「部族主権（tribal sovereignty）」はリアリティというより歴史的概念になりつつ
ある。「部族自治（tribal governance）」が標榜する経済開発には，連邦政府や州，企業との交渉が
必要であり，部族は交渉相手による搾取，ひいては主権侵害が起こらぬよう注意深くある必要が
ある。長年に亘って厳しい同化政策に晒されてきた先住民部族は，1960年代に先住民運動（Red 
Power Movement）が台頭すると，先住民自らが合衆国における共同体の在り方を決める「自決（self 
determination）」を強調するようになった。以降，内務省，特にインディアン局を介さない自決を
実現することが主権発揮の鍵となってきたが，部族が連邦政府との信託関係（trust relationship）
にある限り，主権の証となる保留地の権原を維持することと，自治を通して経済的自立を果たそう
とすることの両立は簡単ではない。
　本稿は合衆国北部平原地における資源開発計画と，それに関わる鉄道敷設計画を検証することで，
21世紀の先住民の主権について考察を深める。本稿が扱うノーザン・シャイアンは，1950年代以
降保留地保持に力点を置いた部族自治を展開し，1990代以降は部族由来の歴史的地所の保全にも
力を注いできた。その一方，1940年代には経済的困窮から抜け出すために部族保留地を手放す判
断を下し，1970年代には保留地土地の大部を石炭採掘リース契約下に置くという事態を経験して
いる。本稿では 1970年代のアメリカエネルギー危機に端を発する石炭開発，特に石炭運輸のため
の鉄道敷設計画に焦点をあて，保留地近隣での土地開発への部族対応を検討する。論を進めるにあ
たり，まず 1940年代以降の保留地における石炭開発計画への部族対応を論じる。その上で，1970
年代から続くタンリバー鉄道敷設計画の変遷と，それに対する部族の対応を検討する。合衆国西部
は雄大な景観美を観光資源として有する一方，長く国家に資源・エネルギーを供給する「国家犠牲
地区（National Sacrifice Zone）」と目されてきた。本稿では合衆国中西部における資源開発のため
の鉄道敷設計画を検討することで，現代アメリカにおける部族主権を再考する。
1．1940 年代～ 1970 年代，石炭開発と部族保留地
　ノーザン・シャイアン保留地における石炭開発計画がもちあがったのは，1940年代であった。
1948年になると資源開発業者が部族議長ジョン・ラッセル（John Russel）に接触し，連邦承認部
族のステイタスを返上し，保留地土地を開発のために開放することを提言4）。この年，連邦政府か
ら先住民に移譲された土地を非先住民へ売却する規制は撤廃され，先住民土地の賃貸借や抵当に関
する規制も緩和されていた5）。資源開発業者は経済的困窮にあえぐ部族の窮状につけ込み，部族解
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体をして土地を手放し，現金収入を得ることを部族議会に進言した。幸いにも内務省が部族終結の
申請を認めなかったこと，次期部族議長ルフス・ウァロウィング（Rufus Wallowing）が保留地保
持の重要性を説いて部族議会の方針を転換させたことによって，部族解体は実現しなかった6）。
　1950年代，ノーザン・シャイアン部族議会は保留地土地散逸を防ぐことに腐心した。1953年の
決議 108号は連邦管理終結宣言として知られるが，これは連邦政府と先住民との信託関係を終結し，
先住民の主流社会への同化を促進しようとするものだった。なかでも地下資源や木材資源を有する
先住民保留地は，部族終結の後も経済的寄る辺をもつとして，終結政策のターゲットとされた7）。
多くの部族が保留地を失うなか，ノーザン・シャイアンは部族議長ジョン・ウドゥンレッグ（John 
Woodenlegs）の下，売却された部族土地の買い戻しに力を入れた。ウドゥンレッグは東部アメリ
カ・インディアン問題協会（Association on American Indian Affairs）に協力を求め，保留地土地散
逸防止プログラム（Un-allotment Program）を内務省に申請。インディアン局の妨害に遭いながら
も 1959年には，部族及び部族以外のメンバーへの土地売却を禁止する部族土地政策の承認を内務
省から得た8）。保留地土地散逸防止プログラムは今日まで引き継がれ，ノーザン・シャイアン保留
地においては，部族土地所有率は 99%と高く維持されている9）。
　1960年代になると，再び保留地に埋蔵される石炭に資源開発企業が注目するようになる。環境
規制の厳格化によって，発電所に硫黄を取り除く浄化装置の設置が義務付けられるようになると，
浄化装置を必要としない硫黄含有率の低い良質な石炭の需要が高まった。ノーザン・シャイアン保
留地に埋蔵される石炭はこうした条件に適うもので，内務省インディアン局主導の下，部族議会は
ピーボディ石炭会社（Peabody Coal Company）やアマックス（Amax）をはじめとする数社と次々
に契約を結んだ10）。1971年炭鉱許可の入札が終わった時点で，保留地土地の 73％にあたる 324,000
エーカーが開発業者のリース契約下にあった11）。当時の部族政府は契約で得る 225万ドルを頭割り
配当（per capita payment）することで，部族の経済困窮を緩和しようと考えていた12）。1968年に
部族議長に就任したアレン・ローランド（Allen Rowland）も当初は石炭開発に積極的であったが，
インディアン局を介さない石炭会社との直接交渉の過程で，それまでの契約が搾取と呼ぶべき内容
であることを知り，石炭開発がもたらす部族への環境面，社会面での影響の調査を始めた。露天掘
りがもたらす土地への深刻な影響や，採掘や発電所建設によって流入する部外者の増大が，保留地
に暮らす部族メンバーの生活を脅かすものになると判断した部族議会は，1973年 3月，これまで
締結したリース契約のすべてを解消することを決定した13）。部族政府は資源開発業者に便宜を図り，
部族への信託責任を果たさなかったインディアン局の不備を内務長官に訴え，これを受けて 1974年
6月，内務長官は保留地における石炭採掘を部族承認なしに履行することはできないと宣言した 14）。
契約は即時解消とはならず凍結されたままであったが，部族議会は連邦議会に働きかけ，1980年
にすべての石炭探鉱・採掘契約を無効とする議会決定を取り付けた15）。
　1950年代にノーザン・シャイアン部族政府は保留地保持を部族自治の基調としたものの，60年代，
70年代には資源開発に揺れた。次章では 70年代以降，保留地東境界近郊で計画されたタンリバー
鉄道敷設計画への部族対応について検討する。
2．1970 年代，アメリカエネルギー危機と資源開発計画
　ノーザン・シャイアンが石炭開発による経済立て直しを目指した 1971年，内務省開拓局（Bureau 
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of Reclamation）は発電所建設計画のための調査書『北中部電力調査（North Central Power Study）』
を発表した。これはモンタナ州，ノースダコタ州，ワイオミング州を含む北部平原地域（Northern 
Great Plains）に石炭火力発電所 42基を建設する計画で，計画には開拓局，電源供給企業連合，公
共電力地区，市が関わっていた。計画には石炭採掘のみならず，発電所冷却のためにイエローストー
ンリバー，ビックホーンリバー，ウインドリバー，タンリバー，パウダーリバー，ノースプレート
リバーから年間 32億立方メーターの水を使用するプランが含まれていた。大規模な石炭開発計画
によって供給される電力は地元ではなく，遠く離れた大都市での使用が見込まれていた。このよう
な国家エネルギー戦略のターゲットとされたモンタナ南東部は「国家犠牲地区」と呼ばれ，西部を
資源供給地と見なし続ける政策に対する批判が高まった16）。
　『北中部電力調査』が提案する 42基の発電所のうち 21基の建設がモンタナ州に計画され，こ
れに強い危機感を抱いたモンタナ州の牧畜業協会，ブルマウンテン地主会（Bull Mountain 
Landowners Association），及びローズバット保護協会（Rosebud Protective Association）は，1972
年，北部平原資源評議会（Northern Plains Resource Council）を設立した17）。設立以来，北部平原
資源評議会はモンタナ州のみならず，北部平原における土地開発を監視する重要な環境保護団体
として機能してきた。北部平原資源評議会は 1977年露天掘り規制及び再生法（the Surface Mining 
Control and Reclamation Act）の制定において中心的役割を担い，また 1970年代ノーザン・シャイ
アンが石炭採掘リース契約の解消を目指した折にも支援した。
　ノーザン・シャイアン保留地東境界となるタンリバー沿いでの鉄道敷設計画は，1979年，ワシ
ントン・エネルギー社（Washington Energy Company）がタンリバー沿いローズバット郡アッシュ
ランド近郊の埋蔵石炭 150万トンを購入したことによって浮上した。ワシントン・エネルギー社は
子会社であるモントコ社（Montco Company）による露天掘りを視野に入れ，炭鉱から既存の主要
鉄道につなぐための鉄道敷設の必要性を説いた。同年，北部平原資源評議会はノースダコタ州のダ
コタ資源評議会（Dakota Resource Council），及びワイオミング州のパウダーリバー流域資源評議
会（Powder River Basin Resource Council）とともに西部組織資源評議会（Western Organization of 
Resource Councils）を設立し，州をまたいだ広域に亘る資源開発に目を光らせるシステムを構築
した18）。
　同時期，ノーザン・シャイアン部族議会はピーボディ等と締結した不当に安いリース契約を解約
すべく尽力していたが，同時に個人割当地を有する部族構成員と地下資源の権利をめぐって法廷で
争っていた。ホローブレスト事例（Hollowbreast Case）として知られるこのケースは，「先住民共
同体は保留地の自然資源の既得権を有する」という 1976年最高裁判所判断によって決着し，保留
地における部族構成員個人の資源権利は退けられた。部族政府の保留地地下資源の管轄権を認める
この決定は，資源開発と土地保全の間で揺れる部族メンバー間に更なる葛藤を生んだ19）。1980年，
保留地の経済的困窮を打破すべく，部族議会はインディアン局を介することなく，直接，巨大エネ
ルギー企業アルコ（ARCO, Atlantic Richfield Company）と契約を結び，保留地全土が関わる石油と
天然ガスの開発計画に乗り出した。部族議長ローランドは石炭の露天掘りに比べ，石油や天然ガス
の採掘は土地への影響が少ないと部族構成員に訴えた。所有する土地が荒らされることを恐れた部
族メンバーは，部族裁判所に訴えてローランド議長の開発計画に異を唱えたが，ローランドは住民
勝訴の判断を下した裁判長を解雇して持論に基づく計画を進めた。しかしアルコによる探掘は石油
や天然ガスを見出せず，1984年，保留地での石油・天然ガス開発計画は打ち切られた 20）。
　1970年代，ノーザン・シャイアン部族政府は資源開発企業に便宜を図るばかりで，部族の利益
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を考慮しないインディアン局の扱いに抗議し，地下資源開発を自らの手で行うことを目指した。部
族政府は内務長官にインディアン局の信託責任不履行を訴え，石炭採掘リース契約の解消を目指し
たが，それは必ずしも保留地の土地保全，歴史保全を目指したものではなかった。一方，保留地北
20マイルにあるコールストリップでの発電所拡大計画に対して異義を唱え，1976年には環境保護
局を通して保留地の大気基準を国立公園や自然保護区と同レベルのクラス Iへ引き上げた。全国で
も稀に見る厳しい大気基準を盾に，部族はモンタナ電力会社（Montana Power Company）を訴え，
大気汚染防止用集塵器の取り付けや，大気監視プログラムへの資金提供を取り付けた21）。1970年代，
部族議会は経済的自立のために資源開発の可能性を探ると同時に，保留地近郊での開発によって環
境が損なわれることに抗議した。「環境保全」を訴えて交渉のテーブルにつき，部族が開発計画の
ステークホルダーであることを示す，こうした手法はこの後も引き続き踏襲されていくことになる。
3．1980 年代，石炭開発計画と鉄道敷設計画
1）タンリバー鉄道計画
　1980年，モントコ社と提携関係にあるウエスコ・リソース（Wesco Resources）は保留地東アッシュ
ランド近郊にあるモントコ炭鉱の開発計画に合わせ，鉄道敷設計画に関する申請を始めた。ウエス
コ・リソースは鉄道交通政策法（Railroad Transportation Policy Act）における例外措置を受けるこ
とで，敷設計画沿線の個人所有地を収用する権利を得ようとした。彼らは州際通商委員会（Interstate 
Commerce Commission）22）に対して「公共利便性と必要性（public convenience and necessity）」を
証明する手続きを回避しようとしたばかりでなく，他にも技術的必要条件や，牧畜地の分割，排水
流域への影響，野生動物の生息地の分断といった懸案事項についても例外措置を受けようとした23）。
「公共利便性と必要性」の証明とは，公共サービス産業の規制へのコンプライアンス認定であり，
企業が市民にとって不可欠な公共サービスを提供する際には，計画実施の前にこれを証明する必要
がある。ウエスコ・リソースの鉄道敷設申請は，公共に理に適った計画であることの証明，及び環
境アセスメントを欠いた安易なものであった。
　1983年になるとタンリバー鉄道会社（Tongue River Railroad Company）が，州際通商委員会に
最初の敷設計画（TRRI）を提出。TRRIは保留地から 60マイルほど北にあるマイルズシティから
モントコ鉱の採掘現場までを結ぶ，全長 89マイルの鉄道敷設を申請するものだった。タンリバー
鉄道は『環境影響調査報告書（Environmental Impact Statement Draft）』を刊行したが，内容は
1970年代に収集されたデータをもとにした現状にそぐわないものだった。こうした不備にもかか
わらず，1986年，TRRIは認可された。しかし鉄道敷設申請の根拠となる肝心の炭鉱開発は，着手
されないままであった24）。
　1989年，タンリバー鉄道はこれまでの申請とは異なる新たな炭鉱へのアクセスを理由として
TRRIIを申請した。これはスプリング・クリーク炭鉱及び，ワイオミング州の炭鉱へのアクセスを
確保するための敷設延長許可申請であった。保留地南約 40マイルには大規模な露天掘り採掘が進
むモンタナ州デッカー鉱があるが，スプリング・クリーク鉱はこの東近郊に位置する。スプリング・
クリーク鉱はリオ・ティント・エネルギ ・ーアメリカ（Rio Tinto Energy America）が所有していたが，
2008年にパウダーリバー流域の主要な炭鉱が分社化された際，クラウド・ピーク・エネルギ （ーCloud 
Peak Energy）へ管轄が移された25）。1980年代，タンリバー鉄道は州際通商委員会に対し TRRI及
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び TRRIIの 2つの申請を行ったが，他方，炭鉱開発には全く手をつけなかった26）。このことから，
資源開発計画は鉄道敷設申請のための方便に過ぎず，鉄道会社の真の狙いは鉄道敷設によってもた
らされる連邦政府からの土地移譲（Railroad Land Grants），及びそれによってもたらされる地下資
源権利であったと考えられる。
2）1862 年パシフィック鉄道法と国有地移譲
　鉄道会社への国有地の移譲は，1862年パシフィック鉄道法（Pacific Railroad Act）27）によって定め
られた。この法はミズーリリバーと太平洋を結ぶ鉄道敷設と電信ライン設置に関わる法であり，鉄
道のみならず郵便や軍事など，他の目的でも合衆国政府が同様の対応をとることができるようにす
るものだった。法制定の背景には 1861年から始まった南北戦争，及び 1862年のホームステッド法
（Homestead Act）があった。政府は国の東西を結ぶ鉄道網の建設を急ぐことで，カリフォルニア
がユニオンを離脱する事態を避けようとした。また，移植民に 160エーカーの土地を与えるホーム
ステッド法が成功するためには，物流や情報伝達の手段が必要だった。ネブラスカ・テリトリー，
オマハからカリフォルニア・テリトリー，サクラメントまでを鉄道で結ぶことで，中西部の開拓を
推進するという目的をもつ大陸横断鉄道を実現させるために，ユニオン・パシフィック鉄道（Union 
Pacific Railroad）は設立された。ユニオン・パシフィック鉄道は，合衆国政府の多大な優遇措置を
得てその事業を開始した。
　政府は国有地を譲渡し，連邦債権を貸し付けることで，鉄道会社が建設費用を賄い，重要な国家
プロジェクトである交通網の構築を成し遂げることを期待していた。線路両側それぞれ 10マイル
が土地移譲の境界となり，境界内土地の半分の政府土地が鉄道会社に与えられた。鉄道会社には，
この土地を売却することで鉄道敷設に必要な資金を得ることが求められた。西部の土地は 6マイル
四方のタウンシップで計測・管理されており，タウンシップは 1マイル四方のセクション 36区画
からなる。土地移譲はタウンシップ内の奇数番号が振られたセクションを鉄道会社に与えることを
約束しため，移譲された地区の土地所有はチェックボード状となった。例外的ともいえる多大な補
助を受けたものの，鉄道会社は思うような資金集めができず，政府は 1864年に法改定を行い，土
地移譲の境界を 10マイルから 20マイルに拡大することで更なる援助を行った。加えて 1864年の
改正は鉄道会社に土地表層のみならず，地下資源の権利を与えることも約束していた。ユニオン・
パシフィック鉄道の株主はごく少数であり，パシフィック鉄道法がもたらした恩恵は彼らの手中に
落ちた28）。
　パシフィック鉄道法は，ミズーリリバー以西が「未開地」として認識されていた時代の産物であり，
当時は政府が西部の広大な土地を鉄道会社に譲渡することについて疑問は呈されなかった。1980
年代のタンリバー鉄道敷設計画の実態は，この時代錯誤な鉄道法を使って国有地を手中に収め，そ
れを転売することで巨利を得ようという投資家の策略であった。タンリバー鉄道計画における土地
移譲の境界は計画路線の両サイドそれぞれ 50マイルであり，広大な土地とその地下に眠る膨大な
量の石炭が鉄道会社のものとなる予定だった。モンタナ州ビリングスの投資家でタンリバー鉄道の
発起人であったマイク・グスタファソン（Mike Gustafson）は，石炭採掘の「計画」を用いて鉄道
敷設の申請をし，認可を受けることで沿線の国有地とその豊富な地下資源を獲得するプランを投資
家にもち掛けていた29）。
　西部の鉄道会社は連邦政府から移譲された広大な土地に眠る膨大な量の石炭を所有しており，い
くつかの鉄道会社は子会社を設立して鉱物事業に乗り出していた。タンリバー鉄道もこうした先例
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同様，国有地移譲を経て鉱物事業に乗り出そうという計画であった。タンリバー鉄道会社はモン
トコ社と他の 3つの輸送関連会社―D.S.荷車運搬会社（D.S. Cartage Corporation），オッター・ク
リーク輸送会社（Otter Creek Transportation Company），トランスポーテーション・プロパティ社
（Transportation Properties Inc.）―の共同設立によるものだった。このうちトランスポーテーショ
ン社は，ワシントン・エネルギー社の子会社であった。計画においてタンリバー鉄道が輸送を担う
とされている石炭は，サーマル・エネルギー社（Thermal Energy Inc.）が所有するものであったが，
サーマル社はワシントン・エネルギー社とウエスコ・リソース社の子会社であり，ウエスコ社はト
ランスポーテーション社の親会社であった。ワシントン・エネルギー社とウエスコ社は，輸送会社
トランスポーテーション社を子会社としてもつと同時に，石炭所有会社であるサーマル社も子会社
化していた30）。
　1920年鉱物リース法（Mineral Leasing Act）は，鉄道会社が国有石炭のリースや採掘に関わるこ
とを禁じているが，ワシントン・エネルギー社とウエスコ・リソース社は，タンリバー鉄道を別会
社として設立することで，リース法の規制をすり抜けようとした。北部平原資源評議会は，タン
リバー鉄道会社が石炭リース契約に関わることは鉱物リース法に反すると州際通商委員会に訴えた
が，石炭リースに係る問題は州際通商委員会ではなく，内務省の管轄であると判断された31）。北部
平原資源評議会の訴えは TRRII建設申請そのものを差し止めることはできなかったが，これによっ
て申請認可のプロセスは長引くことになった。
3）1980 年代の部族自治と環境保全
　先住民にとって鉄道建設はかねてから鬼門であった。ノーザン・シャイアンは 19世紀半ば，オ
グララ・スー族（Oglala Sioux）のレッド・クラウド（Red Cloud）らとともに，ボーズマン街道（Bozeman 
Trail）の建設を阻止すべく合衆国陸軍と戦った。生活圏のみならず，バッファローなど野生動物
の移動を遮る街道や鉄道の建設は，先住民にとって脅威であった。シャイアンを含む多くの平原部
族が関わった 1851年フォートララミー条約（Fort Laramie Treaty, 1851）は合衆国に鉄道敷設の権
利を与え，鉄道会社は政府からの土地移譲を通して先住民の土地を収用した。同様に，エネルギー
開発ブームが起きた 1980年代，鉄道会社は大規模な資源開発事業に乗じて新たな鉄道敷設計画を
申請し，先住民の生活圏を脅かした。
　1982年，ノーザン・シャイアン部族政府はタンリバー鉄道とそれに関わる石炭開発「パウダーリ
バー I」に対し，計画は部族に及ぶ文化的・社会的・経済的影響に配慮していないとして内務省に
訴えた。部族政府が特に問題視したのは環境影響調査報告書が，部族が固有の文化集団（cultural 
entity）であることを考慮していない点だった。内務省への訴えが却下されると，部族政府は内務
省を相手取って訴訟を起こした。1985年には部族の文化・社会・経済への影響を内務省は軽減する
必要があるという判決が下され，内務省は連邦地所における石炭リース計画を中止した。その後の
訴訟において，内務省は部族への影響とその緩和策を明らかにすべく環境影響調査報告書の改訂版
を提出。改訂版においては，部族への影響がいかなる対策をとっても避けられないものであること
が明示された。結局，石炭価格の下落と相まって政府の石炭リース計画の大部分は中止された32）。
1980年代，北部平原資源評議会が鉄道敷設計画の阻止を図る間に，部族は石炭開発の中止を図った。
鉄道敷設申請は認定されたものの石炭開発計画が阻止されたため着工はできず，タンリバー鉄道は
新たな炭鉱を探して鉄道敷設計画の理由とする必要に迫られた。
　保留地東境界近郊での石炭開発，鉄道敷設計画が進行していた 1980年代，ノーザン・シャイア
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ン部族政府は転換期を迎えていた。インディアン局を介さず，部族が独自に保留地での石油・天然
ガス採掘を目指したアルコとの開発計画は 1984年に終了し，同年，強権をふるったローランド部
族議長が退任した。ローランド部族議長の退任後，部族議会は議長権限を分散させるため，議長が
任命する評議員 4名からなる執行委員会を形成し，各執行委員会メンバーがおよそ 6つの部族プロ
グラムを管轄することになった。こうした改革が進む一方，部族議会はローランド議長が退任した
1984年から 1990年に至るまでの 6年の間に，7名の部族議長を迎えるという混迷期にあった33）。
　企業からのリース契約金を得ることができなくなった部族政府の予算は，大きく縮小した。1977
年から 1980年の部族政府予算は 50万ドルから 100万ドルの間で推移していたが，開発リース契約
により 1981年から 1983年には 200万ドルから 700万ドルに予算は増大した。しかし 1984年にリー
ス契約による短期収入が失われると，部族予算は急激に落ち込んだ。折しもレーガン大領領政権に
よる福祉予算削減も重なり，1983年，部族議会はすべての部族プログラム予算の 19%削減を実施
することで部族自治の機能を維持しようとした34）。
　1980年代の部族自治は多くの問題を抱えていたが，1970年代に保留地での石炭開発にまつわる
議論を間近で見てきた若い世代が，環境保全の観点から土地保全に乗り出すようになった。全国初
となる保留地に拠点を置く先住民の環境保護組織ネイティブ・アクション（Native Action）は，そ
の代表例といえる。石炭開発問題は明らかに部族自治，部族組織の在り方に大きな影響を与えた。
ローランド議長の下，ノーザン・シャイアン部族議会は石炭開発に関わるリース問題に対処すべく，
部族計画室，石炭委員会や環境問題局といった委員会を設置し35），ローランド議長退任後は委員会
の構成を改訂しながら部族政府の一部として機能させてきた。石炭開発に対する部族特有の危惧を
どのように外部に向けて表明するのかという問題は，「部族主権」をどう外部に向けて訴えるのか
という点につながる。1970年代には契約における「公平さ」が重視されたが，1980年代には「環
境保護」，「文化集団」という言葉が用いられて資源開発に対する異議申し立てが展開されており，
部族主権の強調点が変化してきたことが窺える。
4．1990 年代～ 2000 年代，自然保護と資源開発
1）イエローストーンの保護とオッター・クリークの土地交換
　1992年，州際通商委員会は TRRIIのルートについて環境影響調査報告書を発行したが，データ
は相変わらず 1970年代のものが流用されていた。同年，北部平原資源評議会は州際通商委員会に
対し，TRRIIに反対する地域住民の声明を送った。しかし，1996年アメリカ陸上運輸委員会（Surface 
Transportation Board of the United States, 旧州際通商委員会）は，3年以内に建設を完了すること
を条件に TRRII を認可。陸上運輸委員会はタンリバー沿いのルートではなく，フォーマイル・クリー
クのルートを代替案として認可した。これに対して 1998年，北部平原資源評議会，輸送労働者連
合組合（United Transportation Union），ノーザン・シャイアン保留地に拠点を置くネイティブ・ア
クションは，陸上運輸委員会の認可に対して訴訟を起こした。彼らの主張は，TRRIIの環境影響調
査報告書は累積的影響を考慮に入れておらず，また鉄道敷設の必要性を説明していないというもの
だった36）。
　1998年，タンリバー鉄道は陸上運輸委員会の提示するフォーマイル・クリークのルートは勾配
が急であるとして，西迂回路，もしくは新たなルートとなる TRR IIIを提示した。タンリバー鉄道
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はこれによって，北部平原資源評議会らが起こした訴訟に対する対応を留保し，環境影響調査報告
書再策定の時間を稼いだ。これに連動するように 1999年，陸上運輸委員会は 3年以内に建設終了
を求める当初の条件を取り下げた。
　2006年，陸上運輸委員会 は『環境影響調査報告書最終補足（Final Supplemental Environmental 
Impact Statement）』を提出。相変わらず使用されたデータは 1970年代のものであった。こうし
たなか 2009年，タンリバー鉄道敷設にかかる総コストが，当初見積もりの 2倍の 6億ドルとなる
ことが判明する。同年，モンタナ魚類・野生動物・公園委員会（Montana Fish, Wildlife & Parks 
Commission）が，マイルズシティを横断する 25エーカーの土地を鉄道敷設のために譲渡すること
を拒否し，タンリバー鉄道は必要経費の倍増，及び建設地取得の困難に直面した37）。
　こうした状況にもかかわらず，タンリバー鉄道計画は終焉を見なかった。理由の一つに，1996
年に行われた連邦政府と州政府との間の土地交換がある。これはイエローストーン国立公園北東部
コークシティ近郊にある，ニューワールド鉱での金鉱開発計画に関わるものだった。国立公園近郊
のニューワールド鉱の開発については，自然景観や野生動物，観光業への影響を懸念する声が高まっ
ていた。1996年8月，クリントン大統領は合衆国初の国立公園であるイエローストーンは「国家財産」
であるとして，大統領令をもってこの金鉱開発計画を阻止38）。連邦政府がニューワールド鉱を買い
上げることで決着がついた。これに対してモンタナ州は，州経済の発展を阻むものであると反駁。
連邦政府は代替案として，モンタナ州南東部のカスター国有林に囲まれた国有地オッター・クリー
クを州に譲渡する案を提示し，1994年に連邦政府と州政府との間で土地交換が成立した。
　オッター・クリークは北部平原地でも有数の石炭埋蔵地であり，その埋蔵量は約 14億トンと見
積もられていた。2010年，モンタナ州所有となったオッター・クリークでの開発権利をアーチコー
ルが 8584万ドルで落札。オッター・クリークの半分は長くグレート・ノーザン・プロパティーズ
（Great Northern Properties）が所有しており，アーチコールはグレート・ノーザン・プロパティ
と提携を結んでいた39）。アーチコールが残り半分の地所の開発権をモンタナ州から獲得したことで，
チェックボード状の土地所有は石炭開発の障壁ではなくなった。この契約の後，タンリバー鉄道は
計画ルートを変更しての TRRIVを申請した。
2）部族政府の交渉と住民投票
　保留地に隣接するオッター・クリークでの石炭開発計画が議論されるなか，ノーザン・シャイ
アン部族政府はオッター・クリークの土地交換をめぐり，連邦政府を相手に訴訟を起こしていた。
2002年，モンタナ州土地局は部族に対し，オッター・クリークの 14区画の所有が連邦所有から州
所有へと移行することに対して部族が法的措置をとらないことを条件に，部族メンバーに職業訓練
や就職の機会を与え，部族経営のビジネスに契約の機会を与えると約束。部族保留地近隣での石炭
開発への同意を求め，部族政府はこれに同意した。同意によって部族政府は，部族の文化的地所や
文化資源を保護し，厳格な環境監視プログラムを設定することについても確約を得た40）。
　保留地近隣での石炭開発が承認されたことによって，部族内では保留地での資源開発の是非につ
いて議論が活発になった。2006年 11月 7日，部族政府は部族構成員からの要請を受けて共同体の
総意を諮るべく，住民投票を行った。投票では石炭開発及び天然ガス開発についての賛否が問われ，
石炭開発に賛成，天然ガス開発については反対という結果となった。石炭開発に賛同する票が多かっ
たとはいえ，賛成 664－反対 572とその差は僅かであり，部族議長ユージン・リトルコヨーテ（Eugene 
Little Coyote）はデリケートな問題であることに変わりはないと保留地での資源開発に慎重な態度
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を示した41）。
　住民投票が行われた背景には，部族政府に対するメンバーの不信があった。部族評議会は委員会
での審議を経ないまま，また保留地内の 5つの地区で説明会を開催することもないままに，オクラ
ホマ州に拠点を置くグレートベア社（Great Bear Inc.）と天然ガス開発についての交渉に入ること
を承認していた。部族評議員のなかにも通常の手続きを踏まない議会承認に異を唱える者がおり，
こうした混沌とした状況のなか，外部の自然保護団体と先住民資源開発団体が競って部族構成員へ
向けた説明会を実施。これによって，部族内では開発擁護派と反対派の対立が先鋭化していた42）。
最終的にリトルコヨーテ議長がグレートベア社との天然ガス開発交渉を差し止めたものの，部族内
の混乱は収まらず住民投票の実施に至った。
　2009年に部族議長となったリロイ・スパング（Leroy Spang）は，部族の経済的自立のためには
資源開発が必要であると主張する開発推進派で，オッタ ・ークリークでの石炭開発を部族経済にとっ
ての好機と捉えた。それまで資源開発に慎重な態度をとってきた部族政府は，開発推進の姿勢を前
面に出すようになっていた。これに対し，自然保護，伝統保護，文化財保護を訴える部族構成員は，
他部族や外部支援団体と連携を図りながら開発を阻止しようとした43）。部族政府は開発推進を，部
族環境保護団体，伝統文化集団，土地保全派が開発反対を唱える状況は，この後 2010年代も続いた。
5．2010 年代，環境影響調査報告書をめぐる訴訟と TRRIV
1）タンリバー鉄道の買収と新ルート TRRIV の申請
　2010年にアーチコールがオッター・クリークでの石炭採掘の開発権を得ると，翌 2011年，アー
チコール，バーリントン・ノーザン・サンタフェ鉄道 (Burlington Northern Santa Fe Railway)，フォ
レスト・マース Jr.（Forest Mars Jr.）が共同でタンリバー鉄道の発起人であるグスタファソンから
タンリバー鉄道を買収44）。建設予定地に地所をもつマース Jr.は当初，地元牧畜業者らとともにタ
ンリバー鉄道建設に反対していたが，タンリバー鉄道の出資者となることで所有地所を守ろうとし
た。北部平原資源評議会，輸送労働者連合組合，ネイティブ・アクションが，1998年に陸上運輸
委員会とタンリバー鉄道会社を相手取って起こした訴訟は，2011年 7月，第 9巡回区控訴裁判所
（Court of Appeals for the Ninth Circuit）で決着を見た。控訴裁判所は北部平原資源評議会等の上告
どおり，陸上運輸委員会の環境影響調査報告書最終補足を不十分であると判断。新たな報告書の提
出を求める判決を下し，陸上運輸委員会は 2012年 6月，タンリバー鉄道に新たな申請書を提出す
るよう要求した45）。2012年，運輸委員会はタンリバー鉄道に対し，TRR II と TRR IIIはルートにつ
いての議論から外すよう要求し，全く新しい申請書を提出するよう宣告した46）。
　2012年 10月，タンリバー鉄道は 1980年代のデータをもとに新たな計画となる TRRIVの申請書
を提出。タンリバー鉄道は 12月 17日までに補足資料を提出するよう求められた。同年 11月には
陸上運輸委員会 の環境分析事務所が，モンタナで意見聴取のためのミーティングを開催。計画内
容精査のための公聴会が近郊各地で 11月に開催され，500名以上の住民が計画反対を表明した。
一方，補足資料の提出を求められていたタンリバー鉄道は期限となる 12月に，全く新しいルート
を申請することで，提出期限の 12月 17日をやり過ごした。TRRIVの新ルートは，保留地の北約
20マイルにあるコールストリップから 30マイル西にあるウエストモアランド炭鉱を目的地として
いた47）。
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　2013年 1月，北部平原資源評議会はタンリバー鉄道が提出したルート TRRIVは全く新たな申請
であり，補足申請として認められないと，陸上運輸委員会に取り消しを請求。しかし，取り消し請
求に遡って陸上運輸委員会は 1月 4日付で TRRIVの新ルートを認可した。一方，同年同月，陸上
運輸委員会はタンリバー鉄道に対して石炭の最終輸送先を示すよう要求し，「公共利便性と必要性」
のコンプライアンスに適ったものであることを示すよう求めたが，2月に入ってもタンリバー鉄道
から最終輸送先についての返答はなかった48）。石炭の輸送先は中国などアジア諸国であると目され，
それが事実であれば「公共利便性と必要性」に適った事業ではないことになる。実際，保留地東の
オッター・クリークでの石炭開発を企画したアーチコールは，タンリバー鉄道敷設計画にもワシン
トン州のロングビュー石炭港計画にも投資していた。
　2013 年 3月，陸上運輸委員会環境分析事務所は必要な調査範囲の素案を示し，下り線の影響を
注視していることを示した。同年 9月，タンリバー鉄道のための調査を担う ICFインターナショ
ナル（ICF International）が，環境影響調査報告書を期日までに完成できないとして報告書提出は
2014年夏に延期された49）。ICF インターナショナルはワシントン州ロングビュー石炭港ターミナル
の調査報告書の作成にも関わっていた。ICF は石油パイプライン建設計画キーストーン XLにも関
与しており，巨大エネルギー企業トランスカナダ（TransCanada Corporation）と経営上のつなが
りをもつ。資源開発企業と強いパイプをもつ ICFは，厳密には公平な第三者機関とはいえず，よっ
てその調査は依頼者であるアーチコールやタンリバー鉄道の思惑をくんだものだった。
　ノーザン・シャイアンのみならず，アラパホ（Arapaho），クロウ（Crow），スーなど 20余りの
平原部族が，タンリバー鉄道が提案するルート沿線には多くの考古学的，歴史的重要性をもつ地が
あるとして ICFの調査に強い関心を示していた。2013年，ICFは部族代表を伴い現地フィールド
調査を実施したが，調査報告書提出時には計画ルート沿線の約 3分の 1しか調査は終了していなかっ
た。2014年 2月の陸上運輸委員会との会談において，部族代表は鉄道ルートを決定する上でより
広範な地域を調査する必要性を強調し，他にも文化的重要性をもつ植物の植生を調査するよう求め
た50）。
2）『タンリバー鉄道環境影響調査報告書』をめぐる攻防
　2014 年 9 月，ICF は『タンリバー鉄道環境影響調査報告書（Tongue River Railroad Draft 
Environmental Impact Statement）』を提出。陸上運輸委員会が報告書を一般にリリースしたのは
2015 年 4月であった。添付資料を含め 3500頁に上る報告書に対するパブリックコメントの受付期
間は僅か 60日，締め切りは 6月 23日であった。ICFが 2年半をかけて準備した報告書には，代替
案として 11もの鉄道敷設予定ルートが挙げられており，これを僅か 60日で検討，分析すること
は妥当ではなかった。モンタナ州会計検査委員会委員長のモニカ・L・リンディーン（Monica L. 
Lindeen）は，正当な評価を下すには更に 60日の期間延長が必要であると，陸上運輸委員会に申し
立てを行った51）。ノーザン・シャイアン部族政府はコメント期間を 120日とするようデッドライン
の延長を申請。陸上運輸委員会は当初これを却下したが，部族は州知事スティーブ・ブロック（Steve 
Bullock）に働きかけて再度コメント期間の延長を申請。最終的にコメント期間は 90日となり，締
め切りは 2015年 9月 23日となった52）。この間に北部平原資源評議会，ノーザン・シャイアン部族，
環境保護団体や地域住民など，関係する機関，個人が環境影響調査報告書を精査し，陸上運輸委員
会に対してコメントを提出した。
　北部平原資源評議会と連携関係にあるシエラクラブ（Sierra Club），及びアースジャスティス
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（Earth Justice）は，シナプスエネルギー社（Synapse Energy Economics, Inc.）に『タンリバー鉄
道環境影響調査報告書』の検討を依頼していた。シナプスエネルギー社によって作成され 9月 23
日にリリースされた分析は以下の 4点を指摘した。まず第一に，陸上運輸委員会はタンリバー鉄道
計画を，IPMモデル（Integrated Planning Model）を用いて分析したとしているが，分析のベース
となる大気基準，新設される発電所と既存の発電所，発電所の改修，運営，発電費用，電力需要，
送電などに関わる元データを報告書において提示していない。このことは報告書の妥当性を厳密に
審査することを著しく困難にしている。第二に，陸上運輸委員会はタンリバー鉄道が市場に供給す
る石炭が市場価格に変動をもたらすこと，第三に既存の火力発電所の可動が盛んになることで温室
効果ガスの排出が増加することに言及していない。最後に，豊富な石炭供給によって火力発電所の
廃炉計画が遅延される可能性を検討していない，と指摘した。
　IPMモデルの妥当性を精査できないため，報告書作成を担った ICFが適切な分析を行ったかど
うかは適切に判断できないとしつつも，シナプスエネルギー社は以下の 3点について陸上運輸委員
会の報告書を批判した。第一に運輸委員会は温室効果ガス排出予測を過小評価している。20年間
の総量を見るのではなく，採掘が予定される炭鉱の寿命である 50年をスパンとして計算すべきで
ある。第二に理に適った想定シナリオを除外している。例えば天然ガスの価格が上昇すれば石炭需
要が増え，温室効果ガスの増大が予想される。最後に，タンリバー域で採掘される石炭は国内では
なく，国外での需要を見込んでいることが報告書の記述から推測される。陸上運輸委員会のシナリ
オは，海外への輸出量が増えることを想定しているが，これはとりもなおさず，温室効果ガスの増
大を意味する。結論としてシナプスエネルギー社は，陸上運輸委員会が作成した報告書は，必要な
データの不在，及び温室効果ガス排出量の過小評価という重大な欠陥をもつが故に妥当性を欠く，
という判断を下した53）。
　タンリバー鉄道計画 TRRIが発表された 1980年代から，環境影響調査報告書をめぐる議論は継
続していた。当初，タンリバー鉄道計画を審議する州際通商委員会（後の陸上運輸委員会）にとっ
て，報告書提出は建設申請認定の一過程に過ぎず，その意義や重要性は十分認識されていなかった
と思われる。実際，資源開発が国策であった時代と同様，「開発ありき」の姿勢のまま，通商委員
会も運輸委員会もグローバルなレベルでの環境影響を考慮することなく，時代にそぐわない想定を
していた。多くの要素について根拠となる数字を示すことが求められる報告書作成には，多くの人
力，時間，経費がかかる。そうした理由もあり，環境影響調査報告書の不備は北部平原資源評議会
によって長年指摘され続けたものの，陸上運輸委員会が本腰を入れて報告書をアップデートしたの
は 2014年に入ってからだった。
　2015年 9月にリリースされた環境影響調査報告書に対しては多くの団体，多くの市民から意見，
疑問が寄せられた。寄せられたコメントからは，鉄道計画と資源開発がもたらす環境への影響につ
いて，先住民部族，地元牧畜業者，近隣住民，モンタナ州とその近隣州民のみならず，全国から高
い関心が寄せられていることが窺われた。エネルギー関連事業の環境影響を審査する第三者機関
ICFは，巨大エネルギー企業トンランスカナダと経営上のつながりがあり，こうしたエネルギー企
業の息のかかった専門機関が公平を期すべき報告書の策定を担うことについても疑義が呈された。
タンリバー鉄道をめぐる議論は 2015年 9月に一つの節目を迎え，陸上運輸委員会に対して市民の
側に立ったより中立・公平な視点からの事業の見直しが求められた。
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６．部族主権とタンリバー鉄道計画の終焉
1）石炭産業の凋落とアーチコールの破綻
　『タンリバー鉄道環境影響調査報告書』に対するコメント受付期間終了が間近に迫った 2015年
9月 21日，ノーザン・シャイアン部族議会において評議員コンラッド・フィッシャー（Conrad 
Fisher）が提出したタンリバー鉄道と新たなルートTRRIVに反対する決議が全員一致で承認された。
タンリバー鉄道敷設計画とオッター・クリーク石炭開発計画は，部族において政治問題となってい
たが，決議によって部族政府の方針がはっきりと内外に示された。民意を尊重して住民投票を行い，
その結果に沿うべく資源開発を視野に入れたリトルコヨーテ議長や，明確に開発推進を表明したス
パング議長によって敷かれてきた部族政府の指針は，近隣での開発に対してより慎重なものへと方
向転換された。
　タンリバー鉄道計画はアーチコール社が破産したことで終焉を見た。アーチは破産の事実を数カ
月に亘って隠ぺいしたが，2016年 1月 11日，その事実を公にした。環境影響調査報告書において
ICFは石炭需要，及び石炭価格の推移について楽観的な推測を示していたが，グローバル市場での
石炭価格の下落は 2012年から指摘されていた。金融関係者らは市場における過剰供給，インドネ
シアの競合企業による中国市場での価格競争，中国経済の減退による需要の落ち込みによって，ア
メリカ企業による石炭輸出は岐路に立たされるであろうと予想していた54）。石炭価格の下落に伴う
損失は合衆国第二の規模を誇る石炭会社アーチコールの株を大きく下げたが，他にもアーチは投
資の失敗による多額の損失を抱えていた。アーチコールは 2006年から石炭液状化を目指す DKRW
アドバンス燃料（DKRW Advance Fuel）の石炭気化計画に巨額の投資を行っていたが，2014年 8
月に総額 5770万ドルの回収不能損失を発表していた55）。
　2016年 4月 26日，アーチコール社の破産宣言を受けて陸上運輸委員会は，タンリバー鉄道計画
の申請を無効とする判断を下した。開発業者は判断を延期し，鉄道計画認可の申請を有効なまま
生かすよう求めたが運輸委員会はこれを許さなかった。北部平原資源評議会はアーチコールが破産
し，石炭採掘の目途も立たない状況にあって，これまで 40年近くに亘ってルート変更を重ねてき
たタンリバー鉄道の申請は抹消されるべきであると，陸上運輸委員会に進言していた56）。北部平原
資源評議会はタンリバー鉄道敷設への反対を継続的，組織的に展開してきた。彼らに賛同し，鉄
道敷設と石炭開発の問題に共に対応した団体や自治体は，鉄道計画のルート変更に伴い増えていっ
た。TTRIVへの反対運動には，牧畜業者，ノーザン・シャイアン，鉄道労働者組合 4組織，炭鉱
労働者組合 2組織，自治体（フォーサイト，シェルダン，ハーディンをはじめとする沿線の街や
都市），近隣のアーミッシュ・コミュニティ，モンタナ環境情報センター（Montana Environmental 
Information Center），複数の全国レベルの環境保護団体が加わった57）。ノーザン・シャイアンは当
初から部族メンバー個人や有志団体が，終盤には部族歴史保存委員（Tribal Historic Preservation 
Officer），部族評議員が北部平原資源評議会と連携をとっていた。
2）連携と部族主権
　40年近い年月，タンリバー鉄道敷設計画は経済的自立を標榜する部族政府を翻弄し，部族構成
員を資源開発と土地保全のはざまで分断した。ノーザン・シャイアンは 1970年代石炭開発リース
契約の解除をめぐって内務省と争った。1980年代以降のタンリバー鉄道計画，石炭開発への対応
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においては，以前より柔軟で多岐に亘る外部との連携が図られた。1970年代の石炭開発リースの
解約にあたっては，主に部族政府がインディアン係争を専門とする弁護士と連携してことにあたっ
たが，タンリバー鉄道，オッター・クリーク石炭開発に対する異議申し立てには，部族有志団体や
土地保全を願う個人が深く関与した。タンリバー鉄道計画に対する反対運動においては，近隣住民
との緊密な連携が図られたが，これも 1970年代の開発阻止運動とは様相が異なるものだった。
　保留地外地域に存在する，部族にとって文化的，歴史的，考古学的重要性をもつ地所について，
近隣牧畜業者も理解を深めるようになってきている。2014年 2月には，国定史跡保存法（National 
Historic Preservation Act）第 106条が保障する歴史的地所の保護についての会合がもたれたが，保
留地近隣地所の地主たちはフィールド調査を計画する ICFコーディネーターに，地所の歴史につ
いての知識を有する部族メンバーを同伴するべきだと主張し，保留地外の先住民遺跡・史跡の保護
に対する理解を示した58）。
　タンリバー鉄道反対運動においては平原部族のみならず，北西部部族との連携も深まった。ワシ
ントン州ロングビュー石炭港計画によって生活圏が脅かされるヤカマ（Yakama）や，同じく北西
部先住民部族であるルミ（Lummi）はタンリバー鉄道建設に対し，交渉の余地を残さない無条件
の反対声明を表明していた。オッター・クリーク鉱が始業すれば，採掘された石炭はワシントン州
の港で集積され，中国へと輸出される予定だった。北西部先住民が合衆国と結んだ条約は部族の漁
業権を保証しており，石炭港の建設はこれを侵害するものであるというのが彼らの主張だった。ヤ
カマやルミだけでなく，北西部インディアン部族連合に属する 57集団が，モンタナ州やワイオミ
ング州の石炭が北西部を経由して中国へ輸出されることに反対の決議をしていた。こうした他部族
の動向は，ノーザン・シャイアン部族政府にも少なからぬ影響を与えたと思われる。北西部部族の
代表はオッター・クリークを訪問し，ノーザン・シャイアンの有志や近隣住民と共に現地で祈りを
捧げ，ノーザン・シャイアンにトーテムポールの寄贈を行っている59）。
　1970年代，「環境」が意味するものは，大気，水質，土壌，動植物，景観などであったが，今日
では文化的，歴史的，社会的要素も含められるようになっている。開発が環境に与える影響を推し
量る際には長期に亘る累積的な影響が重視され，分析・検討において考慮すべき要素も世界のエネ
ルギー市場の動向，地域や国レベルでの環境基準，国際的な温室効果ガス排出規制への取り組みな
ど，広範で多岐に亘る。土地保全，環境保全に取り組む団体・個人は，それぞれ独自の視点から専
門性を生かした活動を行いつつ，連携をとって情報を共有する必要がある。タンリバー鉄道計画に
対する 40年近くに亘る対応において，ノーザン・シャイアン部族政府の関与は決して継続的で一
貫性のあるものではなかったが，部族メンバー，有志団体は当初から独自の文化的・歴史的スタン
スを主張し続けた。部族政府もヤカマやルミといった北西部部族が，条約権利を主張して開発阻止
を訴えるのに推されるように，主権集団として「政府対政府」の対応を州に迫った。
　先住民部族が「一つの声」で総意を語ることを想定するならば，伝統の保持か，開発推進か，と
いう二者択一の構図を抜け出すことはできず，「部族主権」も外部との拮抗関係のなかで捉えられ
続けることになろう。地域共同体がそうであるように，「部族」も決して一枚板ではない。外部と
柔軟で多義的な連携を図る先住民の折衝の過程を検討することは，「部族主権」を検討する新しい
視座の構築につながると考えられる。
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7．国家犠牲地区における部族主権
1）北部平原地と「歴史」
　2007年の時点で，合衆国における石炭由来の電力は全体の 50％であった。2009年当時，合衆国
で消費される石炭のうちの約 40%が，モンタナ州とワイオミング州で産出されたもので，北部平
原地を出発する 1日 80便の運搬列車が，合衆国全土の火力発電所に石炭を届けていた60）。化石燃
料を用いた発電の割合は年を追うごとに減少し，2013年には 39%にまで下がった61）。こうした変
化の一方，石炭だけでなく天然ガスの産出地である北部平原地は，国家のエネルギー供給地区であ
り続けた。イエローストーン国立公園近郊で金鉱開発阻止のために，ノーザン・シャイアン保留地
近隣の国有地オッター・クリークが土地交換で州に委ねられた事案は，「犠牲地区」としてのモン
タナ州南東部の現実を象徴している。国立公園の景観美の保護と，オッター・クリークでの石炭開
発がトレードされるという事態がなければ，タンリバー鉄道計画の 40年近くに亘る延命はなかっ
たであろう。
　鉄道敷設のために政府土地の移譲を約束するパシフィック鉄道法は，「西部」が歴史を宿す地で
あることを考慮していない。合衆国によるルイジアナ購入以前から，遡って合衆国の建国以前から，
北部平原地には先住民が暮らし，ホームステッド法以降は移植民も加わって地域の歴史を作ってき
た。鉄道敷設が土地を分断し，牧草地での動物の移動を制限することは想像に難くない。しかし，
鉄道敷設計画によって鉄道会社にもたらされる鉱物権が行使されれば，表土権を有する住民は土地
を否応なく奪われる。タンリバー鉄道計画ではこの鉱物権を狙って，「鉄道会社」の仮面をかぶっ
た鉱物資源企業が鉄道敷設を申請したが，こうしたケースは珍しくない。
　大陸に人が居住するはるか以前，北部平原地は長く海底にあった。そのためこの地域での地下資
源採掘は表土を荒らすのみならず，地下水にも影響を及ぼし，含有する塩が地表に噴き出すという
塩害を起こす。地表に白く噴き出した塩は牧草の生育を妨げるため，牧畜業者にとって塩害は深刻
な懸念材料となっている。土壌や地下水への影響に合わせて先住民部族が憂慮するのは，採掘や鉄
道敷設が始まることで，まだ存在さえ確認されていない多くの文化・歴史遺跡や祖先の埋葬地が荒
らされることである。土地に生活する動物や植物は部族の伝統的世界観において特別な意味をもち，
その破壊は伝統の維持，儀式の継承に深刻な影を落とす。資源開発によってもたらされる影響は，
陸上運輸委員会の環境影響調査報告書において検討されているが，その枠組みは先住民特有の懸念
を十分にくみ取るものではない。報告書においては温室効果ガスの上昇といった，今日一般に広く
認識されているグローバルな問題さえ，十分に検討されておらず，運輸委員会の報告書は「開発あ
りき」の枠組みを強固にもつ。こうした枠組みにおいて，先住民の主権主張の鍵となるのが「歴史
保全」である。
2）歴史保全と部族主権
　1992年改訂国定史跡保存法は，その第 2編において史跡保護を目的に政府機関代表が集う「史
跡保存諮問委員会（Advisory Council on Historic Preservation, ACHP）」の設立を定めている。1992
年の改正においては，先住民部族代表が諮問委員会メンバーに加わることが定められた。史跡保存
諮問委員会の最も重要なタスクの一つが国定史跡保存法第 106条の遵守である。
　第 106条は，政府機関が関わる開発計画は歴史的価値を有する地所に与える影響に十分配慮する
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こと，及び史跡保存諮問委員会が事業評価を行う機会を設けることを定めている。第 106条規制を
具体的にどのように運用するのかについては，2004年 8月 5日施行連邦行政命令集第 36編第 800
条「史跡保護（Protection of Historic Properties）」がその詳細を説明している。それによると政府
機関は，計画されている事業が「国家史跡登録簿（National Register of Historic Places, NRHP）」に
リストアップされている史跡，もしくは NRHPの基準を満たす史跡に与える影響を精査する。こ
れに該当する場合には，関係する州歴史保存委員（State Historic Preservation Officer），部族歴史
保存委員，その他関係者と政府機関は協議に入り，それと同時に該当史跡の鑑定を行うことになる62）。
タンリバー鉄道計画においても，部族歴史保存委員が現地調査を行い，陸上運輸委員会，及び ICF
と折衝を重ねた。
　政府機関は事業が該当史跡に与えうる影響の程度を評価し，その影響を回避，解消する方策を部
族歴史保存委員と協議しなくてはならない。もしもこの協議が無益であると判断された場合には，
政府機関，州歴史保存委員，部族歴史保存委員，あるいは史跡保存諮問委員会自体も協議を打ち切
ることになる63）。部族歴史保存委員が協議打ち切りを決定し，かつ影響を受ける史跡が部族地所に
ある場合には，史跡保存諮問委員会は単独で政府機関と合意を結ぶことはできない。政府機関は協
議状況を諮問委員会に報告し，その評価を諮問委員会から受けることになる。また，事業の進め方
についても諮問委員会から指示を仰ぐことになる64）。こうした協議手順設定からは，部族地所にお
ける史跡に対して格段の配慮が要請されていることが窺える。
　タンリバー鉄道計画地は部族保留地の境界外であったため，上述の様な権限を部族歴史保存委員
はもたなかった。しかし，保留地近郊住民・牧畜業者は所有地所での部族の文化・歴史の痕跡を探
る調査に関与し，部族歴史保存委員とともに土地保全を図ろうとした。部族の歴史に詳しく，かつ
学術的専門知識を有する部族歴史保存委員は，連邦政府と部族政府の双方の承認を得た存在であり，
両者の橋渡しを行いながらもいずれとも異なるスタンスを表明することができる。部族歴史保存委
員は歴史保全を管轄する内務省国立公園局と強いつながりをもつと同時に，他部族の歴史保存委員
や外部環境保護団体とも連携関係を築いている。他部族の開発反対運動にも目を向けながら，考古
学的，歴史的，文化的遺産の発掘と保護に関わる部族歴史保存委員の活動を検討することは，今日
の部族主権を考える上で新しい視座をもたらすと考えられる。
終わりに
　本稿では国家犠牲地区と呼ばれる北部平原地，モンタナ州における約 40年に及ぶ鉄道敷設計画
の経緯を追うことで，先住民部族の自治と主権を検討した。タンリバー鉄道計画に関する一連の係
争において，ノーザン・シャイアン部族政府は連邦陸上運輸委員会に対して「政府対政府」の対応
が求め，北西部部族のヤカマやルミは条約権利に訴えて，それぞれ部族主権を主張した。ノーザ
ン・シャイアンは，北部平原資源評議会など外部組織との連携を図りながらも，部族の考古学的，
歴史的，文化的遺産を議論の俎上に載せることで，保留地境界外地域における部族の土地管理責任
（stewardship）に言及し，部族主権を主張した。
　「部族主権」は必ずしも伝統的価値観とは結びついておらず，その主張は部族政府が資源開発を
標榜する折にも，また土地保全を志向する折にも，交渉や折衝，連携のなかで立ち現れる。今後の
検討においては，州や連邦との対立構図のなかでのみ部族主権を捉えるのではなく，部族が連携の
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なかで独自のスタンスをもつステークホルダーであることを示すケースに着目することで，部族主
権を検討することが必要であろう。
　40年に及ぶタンリバー鉄道計画に継続的に関わり続けた北部平原資源評議会は，それまで開発
企業寄りであった陸上運輸委員会の姿勢を変えた。一方，アーチコール社と開発リース契約を結ん
だモンタナ州は当初見込んだ利益を回収できておらず，オッター・クリークでの石炭開発をあきら
めていない。アーチコールは破産宣告をすることで，これまで石炭採掘を行ってきた炭鉱の土地再
生義務を逃れようとしているが，隙あらば関連企業との提携，子会社化といった手を使って事業展
開を図ると予想される。ノーザン・シャイアン部族も北部平原資源委員会や他部族とともに，今後
も引き続きオッター・クリークでの開発事業の行方を注視していくことになろう。
　「主権」が領土に及ぶ集団の権原である限り，部族主権の歴史は土地との関わりの歴史である。
国家犠牲地区として合衆国の資源供給地と見なされてきた西部の歴史は，部族主権の検討を通して
語り直される可能性をもつと考えられる。
＊ 　本研究は，平成 30年度科学研究費助成事業（基盤研究 C25370880），及び 2018年度パッヘ研
究奨励金 I―A―2の助成を受けた研究成果の一部である。
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